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 伊勢湾西岸に位置し、三重県津市から松阪市に至る津松阪港海岸は、昭和２８年の台風１３号と昭和３４年の伊
勢湾台風により壊滅的な被害を受けたため、災害復旧事業（S２８～S３８）により海岸堤防が整備された。

 当海岸は、海水浴や潮干狩りに利用されており、ビーチバレー大会等が行われるなど地域住民のみならず遠方
から訪れる人も多い。また、津ヨットハーバー等の集客施設が立地しておりマリンレクリエーションが盛んである。

津松阪港 直轄海岸保全施設整備事業1.津松阪港海岸の概要

１台風13号で堤防決壊により浸水した津市

【台風１３号（S28）及び伊勢湾台風（S34）の被災状況】

台風のルートと潮岬上陸時の勢力

台風の通過ルート

伊勢湾台風

台風13号

海水浴場の賑わい

津ヨットハーバー

：事業評価対象箇所

【津松阪港海岸の現況】

※津ヨットハーバーHPより引用

ビーチバレー大会

津ヨットハーバー

海水浴場

ビーチバレー大会

台風１３号（昭和２８年９月２５日）

伊勢湾台風（昭和３４年９月２６日）

伊勢湾台風によって水没した津市

安濃川

津地区

津松阪港海岸



（津松阪港海岸位置図）

 海岸堤防は建設後５０年以上が経過し、老朽化の進行や天端高さの不足により、高潮などによる浸水被害が懸
念されるとともに、大規模地震（過去最大クラスの南海トラフ地震※等）に伴う液状化が危惧されることから、以下
のとおり、抜本的な改修が必要となった。

①老朽化への対応 ： 老朽化、空洞化及び沈下等により機能低下が著しい堤防を改良
②大規模地震への対応 ： 大規模地震の発生に備えて、堤防の液状化対策を実施し、被害を軽減

２

◇事業区間：５．５ｋｍ
阿漕浦・御殿場工区 ３．５ｋｍ
栗真町屋工区 ２．１ｋｍ

◇事業期間：平成２３年度から平成３５年度
◇事業費 ：１３５億円

（１）事業内容等

ひび割れ
発生状況

老朽化によるひび割れや沈下等により機能低下した堤防

沈下等により
生じた段差

【波返し部】 【法肩部】

※約100年から約150年間隔でこの地域で起こりうる最大クラスの南海トラフ地震（『三重県地域防災計画』参照）

津松阪港 直轄海岸保全施設整備事業２.事業の概要

●事業位置図 ●施設の現況

※整備済み延長は平成２６年度末時点

防護面積

（ha)

防護人口

(人）

栗真町屋工区 236 10,570

阿漕浦・御殿場工区 597 24,520

合 計 833 35,090

●各工区の防護面積、防護人口

※出典：「三河湾・伊勢湾沿岸海岸保全基本計画（H20.8）」より



津松阪港 直轄海岸保全施設整備事業

（２）事業の効果

２.事業の概要

 堤防の計画天端高を確保し、劣化したコンクリートの打ち替えなどの老朽化対策や液状化対策を行い、堤防機能
を確保することで、高潮などによる背後地への浸水を防護し、背後住民の安全・安心を確保することができる。

整備後
現状

T.P.+5.0m

・天端高不足、堤防劣化による浸水を懸念
・地震に伴う液状化を危惧

・堤防の機能の確保
・背後住民の安全、安心の確保

液状化の可能性 地盤改良

老
朽
化
対
策
、
液
状
化

対
策
の
実
施

浸水被害の懸念

T.P.+6.0m
計画堤防高
（T.P.+6.0m）

沈下 嵩上げ等

※計画堤防高は昭和34年に設立された「伊勢湾等高潮
対策協議会」の計画基本方針にて決定した数値

 津地区（阿漕浦・御殿場及び栗真町屋）の背後地域は、津市の中心市街地であり、住宅・商業施設が密集してい
る。また、鉄道・道路等の主要交通施設が集積するとともに、地域の学術・医療の中枢である三重大学、三重大
学医学部附属病院や電気製品等の生産拠点となる工場が立地している。

 更に、近年は工場や大規模太陽光発電所（メガソーラー）の建設、宅地開発が行われるなど、海岸堤防の重要性
はますます高まっている。

（３）背後地の状況

３

【阿漕浦・御殿場工区】 【栗真町屋工区】

整 備 後整 備 前

【阿漕浦・御殿場工区】 【栗真町屋工区】



４

（１）前回評価時からの主な状況変化

津松阪港 直轄海岸保全施設整備事業３.費用対効果分析

（２）前回評価時との比較

項 目
前回評価

(H22新規評価)
今回評価

（H27再評価）
増減要因

高潮浸水区域の
一般資産等評価額
※２

約３,４６０億円 約３,５８０億円

・背後資産データの更新

【需要量等の減少が10%以内】

総事業費 １３５億円 １３５億円 【変更がない】

事業期間 H２３～H３５ H２３～H３５ 【変更がない】

※１：高潮発生確率1/50の場合の数値を示す。
※２：一般資産等評価額には、家屋の他、家庭用品、事業所資産、農作物、農漁家資産がある。

高潮浸水区域の一般資産等評価額が約３％増加。

※家屋数：前回評価：家屋に関する概要調書(H21)、今回評価：津市税務概要(H26)
家屋資産額：家屋評価額(千円/m2)×家屋床面積(m2)/棟で算出

前回評価：治水経済調査マニュアル(案)(H27)等を基に算出
今回評価：治水経済調査マニュアル(案)( H22)等を基に算出

●本事業における防護区域
 津市全体の家屋数が減少したこと

により、海岸堤防背後の高潮浸水
家屋数は若干減少（約３％）

 一方、家屋１棟当たりの延床面積
の増加や家屋評価額の上昇により
家屋１棟当たりの資産額が上昇
（約１１％）

 上記を踏まえた結果、便益を算出
する基礎値である「一般資産等評
価額」は増加。

(H27.3末現在)

※「三河湾・伊勢湾沿岸海岸保全基本計画（H20.8）」を基に作成

●高潮浸水家屋数及び家屋資産額の変化

便
益
の
主
な

根
拠※

１ 家屋評価額：約１,９８０億円
その他 ：約１,４８０億円

家屋評価額：約２,１３０億円
その他 ：約１,４５０億円

16
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前回評価（H22） 今回評価（H27）

津市の家屋1棟当たりの資産額

高潮浸水家屋数 （百万円/棟）（棟）
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家屋資産額が約11％増加



 費用対効果分析の結果、費用便益比（B/C）は４．９であり、十分な投資効果を確認。

【便益の考え方】
堤防改良を実施することにより、天端高さの不足から生じる高潮による背後地域の家屋や事業所、農作物、公共
土木施設等の資産の浸水被害を防止する事ができる。その防止できる浸水被害額を便益として算定。

５

（３）費用対効果分析結果

※１ デフレーター補正、社会的割引後
※２ 「海岸事業の費用便益分析指針（改訂版）」（平成16年6月）に基づく比率

項目（割引後） 内容

便益・費用
（単位：億円）

全体事業

便益※１

（B）

一般資産等被害額
浸水区域における家屋、家庭用品、事業所資産、農作物、農漁家資産の
金額に対して想定される浸水深に応じた被害率を乗じて集計したもの

174

公共土木施設被害額
公共土木施設（橋、道路、公園等）の被害額
一般資産等被害額×180%※２ 313

公益事業等被害額
公益事業等（電気、ガス、水道等）の被害額
一般資産等被害額×3%※２ 5

（合計） 492

費用※１

（C）

施設整備費 海岸堤防（改良） 93

維持管理費 点検費、修繕費等 8

（合計） 101
費用便益比（B/C） 4.9

津松阪港 直轄海岸保全施設整備事業３.費用対効果分析

※費用対効果分析に関する項目はH22年新規採択時評価時点



６

１）事業を巡る社会情勢の変化

 背後地域では、新しい工場や大規模太陽光発電所の建設、宅地開発が行われるなど、海岸堤防の重要性はます

ます高まっている。

 ３０年以内に震度６弱以上の地震が発生する確率は６２％（平成２６年１２月１９日地震調査委員会発表）であり、

高い確率で予想されており、早期整備の必要性がある。

２）事業の投資効果（貨幣換算以外） ※H22新規採択時評価時点より変更なし

 浸水防護により、国、三重県の行政活動や地域医療の拠点である三重大学病院等の医療活動を継続できる。

 浸水防護により、国道２３号、ＪＲ紀勢本線、近鉄名古屋線といった主要交通施設の機能を維持し、それを利用し

た物流を継続できる。

 浸水防護により、地域住民の安全・安心を確保できる。

（１）事業の必要性に関する視点

（２）事業進捗の見込みの視点

 現在の進捗率は２３％(平成２６年度末時点)であり、平成３５年度には完成する見込みである。
 地元からは安全・安心確保のため海岸堤防の早期完成を要望されている。

津松阪港 直轄海岸保全施設整備事業４.評価のまとめ



７

 本事業は、背後地における住民の安全・安心の確保を図るための重要な事業です。今後も継続して事業を実施さ
れるようにお願いいたします。また、引き続き、本県と十分な調整をしていただき、コスト縮減を図り事業費の削減
に努めるとともに、早期の完成を望みます。

以上により、事業を継続する。

（４）海岸管理者への意見聴取結果

津松阪港 直轄海岸保全施設整備事業４.評価のまとめ

（５）対応方針（案）

（３）コスト縮減や代替案等の可能性の視点

【コスト縮減】
 引き続きコスト縮減を念頭におき、適正工法の選定や現場発生材の有効利用を図る予定である。

【代替案の立案】 ※H22新規採択時評価時点より変更なし
 コスト・景観・利用面など総合的に判断し、現在の整備手法が最も現実的かつ適切であると考えており、代替案の

可能性は低い。


